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令和６年３月２２日 
 

特定商取引法違反の訪問販売業者に対する業務停止命令（６か
月）及び指示並びに当該事業者の役員に対する業務禁止命令
（６か月）について 
 

〇 消費者庁は、「ＥＮＴＲＥ
ア ン ト レ

 ＰＬＡＣＥ
プ レ イ ス

 Ａｃａｄｅｍｙ
ア カ デ ミ ー

」と称するビジネ

ススクールに係る役務を提供する訪問販売業者である株式会社

Ｈｉｓｔｏｒｉａ
ヒ ス ト リ ア

（以下「Ｈｉｓｔｏｒｉａ」といいます。）（本店所在地：

東京都新宿区）（注）に対し、令和６年３月２１日、特定商取引法第８条第

１項の規定に基づき、令和６年３月２２日から令和６年９月２１日までの

６か月間、訪問販売に関する業務の一部（勧誘、申込受付及び契約締結）を

停止するよう命じました。 

（注）処分対象事業者については、同名の別会社と間違えないよう会社所在地

なども確認してください。 

 

〇 あわせて、消費者庁は、Ｈｉｓｔｏｒｉａに対し、特定商取引法第７条第

１項の規定に基づき、再発防止策を講ずるとともに、コンプライアンス体制

を構築することなどを指示しました。 

 

○ また、消費者庁は、Ｈｉｓｔｏｒｉａの代表取締役である髙橋平吉（たか

はし へいきち）に対し、特定商取引法第８条の２第１項の規定に基づき、

令和６年３月２２日から令和６年９月２１日までの６か月間、前記業務停止

命令により業務の停止を命ずる範囲の業務を新たに開始すること（当該業務

を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含みます。）の禁止を命

じました。 

 

１ 処分対象事業者 

（注）処分対象事業者については、同名の別会社と間違えないよう会社所在

地なども確認してください。 

（１）名 称：株式会社Ｈｉｓｔｏｒｉａ 

（法人番号：６０１３３０１０３９１８８） 

（２）本店所在地：東京都新宿区西新宿六丁目２６番１２号ＩＴＯビル６Ｆ 
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（３）代 表 者：代表取締役 髙橋 平吉（たかはし へいきち） 

（４）設 立：平成２８年７月１５日 

（５）資 本 金：１００万円 

（６）取 引 類 型：訪問販売 

（７）取 扱 役 務：「ＥＮＴＲＥ ＰＬＡＣＥ Ａｃａｄｅｍｙ」と称するビジ

ネススクールに係る役務 

 

２ 特定商取引法に違反する行為 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）（特定商取引

法第３条） 

（２）役務の効果につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１項） 

（３）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所におけ

る勧誘（特定商取引法第６条第４項） 

（４）訪問販売に係る役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる仕方で妨

げる行為（特定商取引法第７条第１項第５号の規定に基づく特定商取引に

関する法律施行規則第７条第１号） 

 

３ 消費者庁が認定した行政処分の詳細は以下の各別紙のとおりです。 

別 紙 １：Ｈｉｓｔｏｒｉａに対する行政処分の概要 

別 紙 ２：髙橋平吉に対する行政処分の概要 
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【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁と共に特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承

ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話  

 を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室     ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

 

本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルについて、相談・あっせんを

要望される場合には、以下の消費者ホットラインを御利用ください。 

 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部の IP電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

https://www.kokusen.go.jp/map/index.html 
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  （別紙１） 

 

株式会社Ｈｉｓｔｏｒｉａに対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

株式会社Ｈｉｓｔｏｒｉａ（以下「Ｈｉｓｔｏｒｉａ」という。）は、Ｈｉ

ｓｔｏｒｉａの営業所等以外の場所である、Ｈｉｓｔｏｒｉａが勧誘行為の

実施を委託する者（再委託や再々委託等により委託先の者が更に勧誘行為の

実施を委託する者を含む。以下「本件委託先」という。）の営業員（以下「営

業員」という。）の自宅において、Ｈｉｓｔｏｒｉａが運営する「ＥＮＴＲＥ 

ＰＬＡＣＥ Ａｃａｄｅｍｙ」と称するビジネススクールに係る役務（ブック

メーカーでの賭け方に関するブックメーカーノウハウを含む。以下「本件役務」

という。）を有償で提供する契約（以下「本件役務提供契約」という。）を締結

して本件役務を提供していることから、Ｈｉｓｔｏｒｉａが行う本件役務の

提供は、消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引に関

する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第７２号）による改正前の特

定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「旧法」という。）第

２条第１項に規定する訪問販売（以下「旧法に規定する訪問販売」という。）

及び特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取引法」

という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下単に「訪問販売」という。）

に該当する。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

Ｈｉｓｔｏｒｉａは、令和６年３月２２日から令和６年９月２１日まで

の間、訪問販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 

ア Ｈｉｓｔｏｒｉａが行う訪問販売に関する役務提供契約の締結につい

て勧誘すること。 

イ Ｈｉｓｔｏｒｉａが行う訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受

けること。 

ウ Ｈｉｓｔｏｒｉａが行う訪問販売に関する役務提供契約を締結するこ

と。 

 

（２）指示 

ア Ｈｉｓｔｏｒｉａは、旧法第３条に規定する勧誘目的等の明示義務に

違反する行為（勧誘目的不明示）、旧法第６条第１項及び特定商取引法第



 

5 

 

６条第１項の規定により禁止される役務の効果につき不実のことを告げ

る行為、旧法第６条第４項の規定により禁止される勧誘目的を告げずに

誘引した者に対する公衆の出入りしない場所における勧誘並びに旧法第

７条第１項第５号の規定に基づく特定商取引に関する法律施行規則の一

部を改正する命令（令和４年内閣府・経済産業省令第１号）による改正前

の特定商取引に関する法律施行規則（昭和５１年通商産業省令第８９号。

以下「旧々施行規則」という。）第７条第１号に該当する訪問販売に係る

役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる仕方で妨げる行為をした。

かかる行為は、旧法及び特定商取引法に違反し、又は旧法に規定する指示

対象行為に該当するものであることから、Ｈｉｓｔｏｒｉａは、当該行為

の発生原因について、調査分析の上検証し、再発防止策を講ずるとともに、

コンプライアンス体制を構築し、これをＨｉｓｔｏｒｉａの役員及び本

件委託先に、前記（１）の業務停止命令に係る業務を再開するまでに周知

徹底すること。 

イ Ｈｉｓｔｏｒｉａは、旧法に規定する訪問販売及び訪問販売により、本

件役務提供契約を締結しているところ、令和２年２月８日から令和６年

３月２１日までの間にＨｉｓｔｏｒｉａとの間で本件役務提供契約を締

結した全ての相手方（以下「契約の相手方」という。）に対し、以下の（ア）

から（ウ）までの事項を、消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／ｗ

ｗｗ．ｃａａ．ｇｏ．ｊｐ／）に掲載される、Ｈｉｓｔｏｒｉａに対して

前記（１）の業務停止命令及び本指示をした旨を公表する公表資料を添付

して、令和６年４月２２日までに文書により通知し、同日までにその通知

結果について消費者庁長官宛てに文書（通知したことを証明するに足り

る証票及び通知書面を添付すること。）により報告すること。 

なお、令和６年４月３日までに、契約の相手方に発送する予定の通知文

書の記載内容及び同封書類一式をあらかじめ消費者庁長官宛てに文書に

より報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）Ｈｉｓｔｏｒｉａは、少なくとも令和２年２月から令和５年１月まで

の間に、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、消費者に

対して、本件役務の一部であるブックメーカーノウハウの効果の裏付

けとなる合理的な根拠をあらかじめ有することなく、「しっかりブック

メーカーとかでお金を運用して、一緒に払ったお金を回収していこう

ねっていう、大体１年だったりとかをめどにやってもらっています

よっていう感じです。」、「私は１年ぐらいかかった」、「１１０万の平均

回収率が大体１年ぐらい、長くて１年半かかるっていう形です。」、「私
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はでも、平均的にその１年っていうところよりも、ちょっと早く８か月

ぐらいで回収できた」、「絶対に負けないほうでやってるって感じ。仮に

ね、絶対に勝つっていう方法でやってて、９９％勝ってても、１％負け

てたら０になって意味がないんで。それさえ負けないってので。」、「絶

対に負けることはないから、そのまま増えるだけ」などと、あたかも、

本件役務の一部であるブックメーカーノウハウのとおりにブックメー

カーで賭けをすることにより、受講料１１０万円の平均回収期間が１

年程度であり、最長でも１年６か月程度で受講料１１０万円が回収で

きる又は賭けに負けることはないかのように告げるなど、不実のこと

を告げる行為をしたこと。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第７条第１項及び第８条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

Ｈｉｓｔｏｒｉａは、以下のとおり、旧法及び特定商取引法に違反し、又は

旧法に規定する指示対象行為に該当する行為をしており、消費者庁は、訪問販

売に係る取引の公正及び役務の提供を受ける者の利益が著しく害されるおそ

れがあると認定した。 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）（旧法第３条） 

   Ｈｉｓｔｏｒｉａは、少なくとも令和３年８月から令和４年３月までの

間に、旧法に規定する訪問販売をしようとするとき、その勧誘に先立って、

その相手方に対し、飲食店で会った際に、「そっか。ネトフリは何見るの。」、

「えっ、じゃあ、韓ドラって、韓ドラは好きなの。」、「どんな人がタイプな

の。」、「やっぱ安心できる人がいい。友達とかがさ、結婚とかさ。何歳で結

婚したいとかある。」などと告げるのみで、本件役務提供契約の締結につい

て勧誘をする目的である旨を明らかにしていなかった。 

 

（２）役務の効果につき不実のことを告げる行為（旧法第６条第１項又は特定商

取引法第６条第１項） 

Ｈｉｓｔｏｒｉａは、少なくとも令和２年２月から令和５年１月までの

間に、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、消費者に対して、

「しっかりブックメーカーとかでお金を運用して、一緒に払ったお金を回

収していこうねっていう、大体１年だったりとかをめどにやってもらって

いますよっていう感じです。」、「私は１年ぐらいかかった」、「１１０万の平

均回収率が大体１年ぐらい、長くて１年半かかるっていう形です。」、「私は
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でも、平均的にその１年っていうところよりも、ちょっと早く８か月ぐらい

で回収できた」、「絶対に負けないほうでやってるって感じ。仮にね、絶対に

勝つっていう方法でやってて、９９％勝ってても、１％負けてたら０になっ

て意味がないんで。それさえ負けないってので。」、「絶対に負けることはな

いから、そのまま増えるだけ」などと、あたかも、本件役務の一部であるブッ

クメーカーノウハウのとおりにブックメーカーで賭けをすることにより、

受講料１１０万円の平均回収期間が１年程度であり、最長でも１年６か月

程度で受講料１１０万円が回収できる又は賭けに負けることはないかのよ

うに告げた。 

   当該告げた事項について、特定商取引法第６条の２の規定に基づき、Ｈｉ

ｓｔｏｒｉａに対し、期間を定めて、その裏付けとなる合理的な根拠を示す

資料の提出を求めたところ、Ｈｉｓｔｏｒｉａは資料を提出した。しかし、

当該資料はいずれも、当該告げた事項の裏付けとなる合理的な根拠を示す

ものであるとは認められないものであった。 

   このため、特定商取引法第６条の２の規定により、当該告げた行為のうち、

下記５の事例３については、特定商取引法第６条第１項第１号の規定に基

づく特定商取引に関する法律施行規則の一部を改正する命令（令和５年内

閣府・経済産業省令第２号）による改正前の特定商取引に関する法律施行規

則（昭和５１年通商産業省令第８９号）第６条の２第５号に掲げる役務の効

果につき不実のことを告げる行為を、また、下記５の事例４及び事例５につ

いては、旧法第６条第１項第１号の規定に基づく旧々施行規則第６条の２

第５号に掲げる役務の効果につき不実のことを告げる行為をそれぞれした

ものとみなされる。 

 

（３）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所におけ

る勧誘（旧法第６条第４項） 

   Ｈｉｓｔｏｒｉａは、少なくとも令和２年９月、旧法に規定する訪問販売

に係る役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、当該役務提供契約

の締結について勧誘をするものであることを告げずに、ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス（以下「ＳＮＳ」という。）のメッセージ機能により、

「カフェ行きましょう。今月で空いている日はありますか？」などと伝えて

飲食店への来訪を誘引した者に対し、当該飲食店で会った後、営業員の自宅

であるマンションの一室に誘い込んだ上で、当該役務提供契約の締結につ

いて勧誘をした。 

 

（４）訪問販売に係る役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる仕方で妨
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げる行為（旧法第７条第１項第５号の規定に基づく旧々施行規則第７条第

１号） 

   Ｈｉｓｔｏｒｉａは、少なくとも令和２年９月、旧法第９条第１項の規定

に基づく役務提供契約の解除（以下「クーリング・オフ」という。）を複数

回申し出た消費者に対し、約２時間もの間、ＳＮＳのメッセージ機能を使っ

て、何度も執拗に、「一度俺と一緒に本気で頑張ってみようよ！絶対稼がせ

る自信あるから」、「昨日決断した事がこんなに簡単にやめるの？一緒に頑

張るって言ったのに俺が居ないところで色々話して、周りから潰される

の？」、などと、クーリング・オフの行使を思い止まるように説得したり、

「結局親から自立したいって言ってたのに、親の言いなりでいつまでも親

のレールでやってても何も変わらないよ！いつまでも甘えてられないよ！

●●歳なんだから自分で決めた事くらいやり通せないでどうするの？いつ

抜け出すの？いつ実家から出るの？昨日言った言葉に責任もないの？」な

どと、消費者を非難したりすることにより、クーリング・オフの行使を妨害

するなど、本件役務提供契約のクーリング・オフについて迷惑を覚えさせる

ような仕方でこれを妨げた。 

 

５ 事例 

【事例１】（勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）） 

営業員Ｚは、令和４年３月、飲食店において、消費者Ａに対し、「ほんと

に人生変わったんだよね。１８０度、バッて。そう。代表に出会って、それ

はただでね、教育してもらってたわけじゃないし、それはね、ちゃんとした

何かスクールみたいな、教育業の学校でやってたから。」、「お金の勉強す

るだけで、お金って結構必然に増えるわけ。」、「例えば俺が入っていたそ

この代表のところとかに自分が入ってみたりとかしたら、それは全然世界が

広がるからさ。」、「まずそういうところで勉強して増やしていかないとい

けない。でも、絶対に増えると思うけどね。やっぱり。そう。間違いない。」

などと告げ、本件役務提供契約の締結についての勧誘を開始したところ、そ

の勧誘に先立って、消費者Ａに対し、「そっか。ネトフリは何見るの。」、

「えっ、じゃあ、韓ドラって、韓ドラは好きなの。」、「スーツ屋さん、お

仕事。役員としてさせていただいてます。」などと告げるのみで、本件役務

提供契約の締結について勧誘をする目的である旨を明らかにしていなかっ

た。 

 

【事例２】（勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）） 

営業員Ｙは、令和３年８月、飲食店において、消費者Ｂに対し、「Ｘさん
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がアドバイスくれて、じゃあ、短期投資やったほうが、体じゃなくて、頭使

うから、おうちでもできるよって。」、「Ｘさんが学校とかで教えてるよう

な先生だったから、全然難しくなくて、それで教えてもらって。」、「お金

の勉強ね、絶対しておいたほうがいいよ。」、「短期投資とかも。でもね絶

対ね、１人じゃ絶対無理。」、「絶対教えてもらったほうがいいと思う。だっ

てさ、無料で教えますとかさ、そうするとさ、いろんなうわさとかさ、そう

いうのがあるけどさ、無料で教えますってほど全部詐欺だし。」、「Ｘさん

も、何かそういうやっぱ金融とかに詳しいプロに聞いて、借金２００万から

今は起業し続けるところまでいってみたいな。」などと告げ、本件役務提供

契約の締結についての勧誘を開始したところ、その勧誘に先立って、消費者

Ｂに対し、「お休みの日何しているの。」、「どんな人がタイプなの。」、

「やっぱ安心できる人がいい。友達とかがさ、結婚とかさ。何歳で結婚した

いとかある。」などと告げるのみで、本件役務提供契約の締結について勧誘

をする目的である旨を明らかにしていなかった。 

 

【事例３】（役務の効果につき不実のことを告げる行為） 

営業員Ｗ及びＶは、令和５年１月、営業員Ｕの自宅であるマンションの一

室において、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、消費者Ｃ

に対して、営業員Ｗは、「しっかりブックメーカーとかでお金を運用して、一

緒に払ったお金を回収していこうねっていう、大体１年だったりとかをめど

にやってもらっていますよっていう感じです。」、「私は１年ぐらいかかった」、

「１１０万の平均回収率が大体１年ぐらい、長くて１年半かかるっていう形

です。」などと、営業員Ｖは、「私はでも、平均的にその１年っていうところ

よりも、ちょっと早く８か月ぐらいで回収できた」などとそれぞれ告げ、あ

たかも、本件役務の一部であるブックメーカーノウハウのとおりにブック

メーカーで賭けをすることにより、受講料１１０万円の平均回収期間が１年

程度であり、最長でも１年６か月程度で受講料１１０万円が回収できるかの

ように告げた。 

 

【事例４】（役務の効果につき不実のことを告げる行為） 

営業員Ｔは、令和２年４月、飲食店において、本件役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、消費者Ｄに対して、「絶対に負けないほうでやって

るって感じ。仮にね、絶対に勝つっていう方法でやってて、９９％勝ってて

も、１％負けてたら０になって意味がないんで。それさえ負けないっての

で。」、「絶対に勝つ方法でやってるんで。」、「成功してる人と同じものに電話

をしながらとか、賭ければ絶対勝つ」などと、あたかも、本件役務の一部で
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あるブックメーカーノウハウのとおりにブックメーカーで賭けをすることに

より、賭けに負けることはないかのように告げた。 

 

【事例５】（役務の効果につき不実のことを告げる行為） 

営業員Ｔは、令和２年２月、飲食店において、本件役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、消費者Ｅに対して、「絶対に負けることはないから、

そのまま増えるだけ」、「２か月ぐらいで、その１４掛ける５みたいな感じだっ

たから、美容師の給料１４万の５倍みたいな。」などと、あたかも、本件役務

の一部であるブックメーカーノウハウのとおりにブックメーカーで賭けをす

ることにより、賭けに負けないかのように告げた。 

 

【事例６】（勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所に

おける勧誘） 

営業員Ｓは、令和２年９月頃、マッチングアプリを通じて知り合った消費

者Ｆを、ＳＮＳのメッセージ機能でやり取りしようと誘った後、当該ＳＮＳ

のメッセージ機能で、「カフェ行きましょう。今月で空いている日はあります

か？」などと、消費者Ｆを誘引したことから、両名は同月、カフェで面会し

た。その面会時まで、営業員Ｓは、消費者Ｆに対し、勧誘目的であることを

告げなかった。 

カフェにおいて、消費者Ｆが「将来カフェを開いてみたい。」などと述べた

ことを契機に、営業員Ｓが、「それなら経営に詳しい人を紹介するよ。会って

みない？」などと営業員Ｒに会うことを勧めた結果、両名は、営業員Ｒの自

宅であるマンションの一室を訪問した。営業員Ｒに面会するまで、営業員Ｓ

は、消費者Ｆに対し、勧誘目的であることを告げなかった。 

当該マンションの一室において、営業員Ｒは、消費者Ｆに対し、勧誘目的

であることを告げることなく、「カフェを開きたいのであれば、まず資金が必

要だよ。」、「お金を稼ぐ方法を教えるスクールがある。」、「お金を稼ぐ方法と

しては、投資や営業、マインドセット、転売、アフェリエイト等があって、

投資にはいろいろな種類があるけれど、手っ取り早く確実に稼ぐことができ

るのはブックメーカーだよ。」、「受講料はすぐに回収することができる。今の

収入の何倍も稼げるよ。それに、お金はクレジットカードで払えばいいよ。

クレジットカードで支払うと、だいたい月２万円ずつ支払うことになる。ポ

イントもつくしお得だよ。」などと告げ、本件役務提供契約の締結についての

勧誘を開始した。 

 

【事例７】（訪問販売に係る役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる仕方
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で妨げる行為） 

令和２年９月、事例６の勧誘を受け、営業員Ｒの自宅において、本件役務

提供契約を締結した消費者Ｆは、その翌日、営業員Ｓに対し、ＳＮＳのメッ

セージ機能で「クーリングオフしたいなーって思うんですけれど、どうした

らいいですか？」、「クーリングオフ期間内に解約したいんです」、「１回

よく考えてみたいのでとりあえずクーリングオフします。」と３回にわたっ

てクーリング・オフを申し出た。 

しかし、営業員Ｓは、同日、「昨日本気で人生変えたいって気持ちはどう

したの？まだ何もやってないのにそんな簡単に諦めるの？」、「ついて行き

たいって言ってくれた事すごく嬉しくて本気で人生変えようと思ったけどま

だこっちで何もやってないのに違う方法がいいの？」、「一度俺と一緒に本

気で頑張ってみようよ！絶対稼がせる自信あるから」、「まだ何もやってな

いのに？親に相談しても親は違う事してるんだから反対されるよ 昨日決断

した事がこんなに簡単にやめるの？一緒に頑張るって言ったのに俺が居ない

ところで色々話して、周りから潰されるの？」、「本気でＦさんの事思って

るしＦさんの人生を背負ってるって思ってるよ！」、「これからも長い付き

合いになるし投資だけじゃなくて一緒に仕事もして行きたいって思ってる

よ！」、「動画とかブックメーカーもやらないで終わりで後悔しない？昨日

までは凄いキラキラしてたのにこれでお終いでいいの？」などと、消費者Ｆ

がクーリング・オフすることを何度も引き止めようとした。 

もっとも、消費者Ｆはクーリング・オフをする意思が変わらなかったため、

同日、その旨を伝えたところ、営業員Ｓは、「わかった 多分もうマインド

ブロックかかって何言っても響かないと思う！結局親から自立したいって

言ってたのに、親の言いなりでいつまでも親のレールでやってても何も変わ

らないよ！いつまでも甘えてられないよ！●●歳なんだから自分で決めた事

くらいやり通せないでどうするの？いつ抜け出すの？いつ実家から出るの？

昨日言った言葉に責任もないの？もう言う事は言ったしそれでも辞めるなら

クーリングオフしてください」と、消費者Ｆがクーリング・オフをするのを

責めるような内容のメッセージを送信した。 

さらに、約１時間後、営業員Ｓは、消費者Ｆに対して、同じくＳＮＳのメッ

セージ機能を通じて「本気で後悔だけはして欲しくないからしつこいようだ

けど辞める前にもう一度考えて！一度会って話そう そっちでの意見だけ聞

いて俺からしたら凄い不完全燃焼でなんか虚しいよ 本気だったからこそも

う一度向き合ってほしい」とメッセージを送信した。 
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（別紙２） 

 

髙橋平吉に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

髙橋 平吉（以下「髙橋」という。） 

 

２ 処分の内容 

 髙橋が、令和６年３月２２日から令和６年９月２１日までの間、次の業務を

新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員となる

ことを含む。）を禁止する。 

（１）消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引に関する

法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第７２号。以下「改正法」とい

う。）による改正後の特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。

以下「特定商取引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下単

に「訪問販売」という。）に関する役務提供契約の締結について勧誘するこ

と。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

改正法による改正前の特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。

以下「旧法」という。）第８条の２第１項及び特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙１のとおり、株式会社Ｈｉｓｔｏｒｉａ（以下「Ｈｉｓｔｏｒｉａ」

という。）に対し、特定商取引法第８条第１項に基づき、Ｈｉｓｔｏｒｉａ

が行う訪問販売に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）髙橋は、Ｈｉｓｔｏｒｉａの代表取締役（旧法及び特定商取引法第８条の

２第１項に規定する「役員」）であり、かつ、Ｈｉｓｔｏｒｉａが停止を命

ぜられた業務の遂行に主導的な役割を果たしていた。 
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